
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“障がい者自立支援制度”の一部見直しが行われました 

 
 
見直しの概要 

‐１‐ 

◆ 障がい福祉サービスの利用者負担について、これまで実施されてきた低所

得者等に対する軽減措置が、平成２１年４月以降も継続されています。 

◆ さらに、軽減措置を受けるための要件の緩和や報酬改定など、制度の一部

見直しが実施されます。（平成２１年７月～） 

※「軽減措置一覧」は P４・５をご覧ください。 

詳しくはお住まいの市町村にお問い合わせください。 

利用者負担の軽減措置について １ 

障がい福祉サービスの費用（報酬）の改定等 ２ 

■平成 21年４月以降も継続される軽減措置（平成 24年３月末まで） 

・居住系サービス（施設入所（20歳以上）、グループホーム・ケアホーム等）の個別減免 

・通所・在宅・施設入所（20歳未満）サービスの負担上限月額の引き下げ 

・通所サービスの食費負担軽減 

Ｐ２～５参照 

■軽減措置を受けるための要件の緩和（平成 21 年７月～） 

① 個別減免や通所・在宅サービス等の負担軽減措置を受けるための資産要件

が廃止されます。  Ｐ２、Ｐ４～５参照 

② 個別減免等の収入認定から「心身障がい者扶養共済給付金」が除外されま

す。        Ｐ２、Ｐ４～５参照 

報酬改定、サービス利用の対象者の拡大等が実施されています。 

（平成 21年４月～）  Ｐ６・７参照 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

利用者負担についての見直しのポイント 

‐２‐ 

① 利用者負担の軽減措置の継続 

●障がい福祉サービスの利用者負担については、所得に応じて負担上限月額が

設定され、低所得者を中心に、さらに負担上限月額の引き下げが実施されて

きました。この措置が平成 24年３月末まで延長されています。 

●通所サービスの食費の実費負担を軽減する措置についても、同じく平成 24

年３月末まで延長されています。 

② 軽減措置を受けるための要件の緩和１（資産要件の撤廃） 

●これまで低所得者等でも預貯金等を多く持っている方は、利用者負担の軽減

措置が受けられませんでしたが、この要件が廃止され、預貯金等の額に関係

なく軽減措置の対象となります。（平成 21年７月～） 

③ 軽減措置を受けるための要件の緩和２（扶養共済給付金の収

入認定除外） 

●低所得者で、施設に入所している方やグループホーム・ケアホームを利用し

ている方の負担軽減措置（個別減免）や、施設に入所している方への食費等

の補助（補足給付）の際の収入額の認定から「心身障がい者扶養共済給付金」

が除外されますので、対象者の方は負担が軽減される場合があります。 

（平成 21年７月～） 
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負担上限月額の例（障がい者の場合） 
★施設入所（20歳以上）の個別減免は、低所得１（市町村民税非課税で年収 80万円以下）、

低所得２（市町村民税非課税で低所得１以外）の方が対象となります。 

★通所及びホームヘルプの負担上限額の軽減は、低所得１、低所得２、一般世帯（市町村民

税所得割１６万円未満）の方が対象となります。 

定率負担 0円 8,500円 (※1)19,200円 (※1)19,200円 

食 費 等 41,000円 46,500円 58,000円 58,000円 
施設 

入所 
合    計 41,000円 55,000円 (※1)77,200円 (※1)77,200円 

 

定率負担 1,500円 1,500円  9,300円 (※2)14,900円 

食 費  5,060円 5,060円  5,060円 14,300円 通所 

合   計 6,560円 6,560円 14,360円 (※2)29,200円 
 

ホームヘルプ 1,500円 3,000円  9,300円 (※3)24,000円 
 
(注) 上記は、負担上限月額を例示したものです。 

      「施設入所の食費等」は、補足給付後の負担額を表しています。 

    (※1)「施設入所」については、事業費を約 19.2万円の場合として計算しています。 

    (※2)「通所」については、事業費を約 14.9万円の場合として計算しています。 

     (※3)「ホームヘルプ」については、事業費を約 24万円（月 150時間の利用＜重度訪問介護の例＞）の場合として計算しています。 

低 所 得 １ 低 所 得 ２ 
一 般 世 帯 
（市町村民税所得割 

１６万円未満） 

一 般 世 帯 
（市町村民税所得割 

１６万円以上） 

負担上限月額の例（障がい児の場合） 

定率負担 3,500円 6,000円 (※1)9,300円 (※1)18,600円 

食 費 等 1,000円 1,000円 1,000円 26,400円 
施設 

入所 
合    計 4,500円 7,000円 (※1)10,300円 (※1)45,000円 

 

定率負担 1,500円 1,500円 4,600円 (※2)14,400円 

食 費  1,540円 1,540円 5,060円 14,300円 通所 

合   計 3,040円 3,040円 9,660円 (※2)28,700円 
 

ホームヘルプ 1,500円 3,000円 4,600円 (※2)5,000円 
 

(注) 上記は、負担上限額を例示したものです。 

       「施設入所の食費等」は、補足給付後の負担額を表しています。 

   (※1)「施設入所」については、事業費を約 18.6万円の場合として計算しています。 

   (※2)「通所」については、事業費を約 14.4 万円の場合として、「ホームヘルプ」については、事業費を約 5 万円の場合とし

て計算しています。 

 

★施設入所（20 歳未満）、通所及びホームヘルプの負担上限額の軽減は、低所得１、低所

得２、一般世帯（市町村民税所得割２８万円未満）の方が対象となります。 

低 所 得 １ 低 所 得 ２ 
一 般 世 帯 
（市町村民税所得割 

２８万円未満） 

一 般 世 帯 
（市町村民税所得割 

２８万円以上） 



障がい者自立支援制度の利用者負担軽減措置一覧（平成 21 年 7 月現在） 
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原則                             ⇒ 所得段階に応じて低所得者にはより低い負担上限月額を設定 

 

 

 

 

 

 

    低所得１・低所得２の方はさらに収入に応じて 
負担上限額が変わります。（資産要件は撤廃） 

   
※収入が 6.6万円までなら負担は０円 
 
施設入所者：※収入が 6.6 万円を超えても、超えた額の半

分を上限額とする（就労収入は、2.4万円までは控除） 
   
ＧＨ/ＣＨ利用者：6.6万円を超えた※収入額が年金や工賃
等であれば、超えた収入額の 15％～50％を上限額とする 

（就労収入は、2.4万円までは控除） 
 

所得区分に応じて上限

月額を 1/4 程度引下げ

（資産要件は撤廃） 
   

・低所得１  3,500円 
   

・低所得２  6,000円 
 
   ・一  般  9,300円 

（所得割 28万円未満） 

 

所得区分に応じて上限月額を 1/4～1/10にします。 

（資産要件は撤廃） 
 
 

・低所得１ 1,500円   
・低所得２ 3,000円（通所のみの利用は 1,500円） 

 
・一  般 4,600円（障がい児の場合で所得割 28万円未満） 

9,300円（障がい者の場合で所得割 16万円未満） 

 

同一人、同一世帯内における障がい福祉サービス・介護保険サービスの利用者負担合算額が負担上限月額を

超えないよう負担額を軽減 

対象は「すべての所得区分」

の方 

・地域で養育する世帯におい

て通常かかる程度の負担

となるよう設定 

対象は「生活保護・低所得
１・低所得２」の方 

・利用者負担と食費等の負担
をしても手元に2.5～3.0万
円が残るよう設定 
＊工賃について一定の控除
（年間 28.8万円まで）があ
ります 

サービス費用の１割負担 食費・光熱水費の実費負担 

生活保護     ０円 

低所得１ １５,０００円 

低所得２ ２４,６００円 

一  般 ３７,２００円 

負 
担 
上 
限 
月 
額 

市町村民税非課税で障がい者本人の収入が年収８０万円

（障がい基礎年金２級相当額）以下の方 
 
上記「低所得 1」以外の市町村民税非課税 
 
市町村民税課税 

 

所得を判断する範囲 
【障がい者】障がい者本人を基本とし配偶者が

いる場合は「本人＋配偶者の所得」 

【障がい児】障がい児が属する世帯の生計維持

者の所得 

収入の確認 
 
・給与所得控除後の金額等 

・障がい基礎年金 

・特別児童扶養手当 等 

 

個 
別 
減 
免 

上 
限 
額 
引 
下 
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さらに軽減 さらに軽減 さらに軽減 

施設入所サービス利用者 

（２０歳以上） 

グループホーム（ＧＨ）・ 

ケアホーム（ＣＨ）利用者 

施設入所サービス利用者 

（２０歳未満） 
通所サービス利用者 在宅サービス利用者 

上 
限 
額 
引 
下 
げ 

高額障がい福祉サービス費 
 

 
補 
足 
給 
付 
 

 
補 
足 
給 
付 
 

サービス費用を負担することにより生活保護の対象となる場合は、生活保護の対象とならない額まで上限額等を引下げ 生活保護減免 
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対象は「生活保護・低所得

１・低所得２・一般(大人の

場合で所得割 16 万円未満、

障がい児の場合で所得割 28

万円未満）」の方 

月額 5,060円 

(食材費相当 230円×22日) 

 
軽
減
措
置 
 

※「心身障がい者扶養共

済給付金」を個別減免時

の収入認定から除外 



 
 
 
 
■報酬関係 

１ 障がい福祉サービス費用の報酬改定 

～報酬を 5.1％引き上げ～ 

新体系事業所、旧法施設及び障がい児施設の報酬について、①
良質な人材の確保、②サービス提供事業者の経営基盤の安定、③
サービスの質の向上、④地域生活の基盤の充実、⑤中山間地域等
への配慮、⑥新体系への移行促進の６つの視点から改定。 

２ 施設外就労・施設外支援の積極的な取

組み 

ユニット単位で施設外就労を実施した場合の加算を創設。 

３ 福祉の支援を必要とする矯正施設等

を退所した障がい者の地域生活移行 

グループホーム・ケアホーム、宿泊型自立訓練、施設入所支援に
「地域生活移行個別支援特別加算」を創設。 

４ 宿泊型自立訓練の活用 

地域移行の推進に向け、知的障がい者通勤寮から宿泊型自立訓
練への移行を図るため、従前から行ってきた通勤者に対する日常生
活上の支援を評価する「通勤者生活支援加算」を創設。宿泊型自立
訓練の標準利用期間を１年から２年に見直すとともに、利用者の地域
生活への移行を促進するために地域移行支援員を手厚く配置した
場合の加算を創設。 

 
■施設基準・整備関係 

１ 離職した者の受け入れ先の確保等 
企業を離職したことに伴う施設への再入所を希望する者等を受け

入れる場合の定員外の入所児・者の受入可能な範囲を入所定員又
は利用定員の１０％まで拡大。 

２ グループホーム・ケアホームの整備 

平成２０年度から新たに社会福祉施設等施設整備費補助金及び
障害者就労訓練設備等整備費補助金の補助対象としたグループホ
ーム等の整備については、単価を２，５００万円に引き上げ、優先的
に採択。 

３ 居宅介護従業者養成研修３級課程 

居宅介護従業者養成研修３級課程の報酬上の評価については、
重度訪問介護従業者養成研修課程の修了者のキャリアアップの観
点等から必要であることから、３級課程及び居宅介護サービス費、重
度訪問介護サービス費の報酬算定上の取扱いを継続。 

 
■利用対象者の拡大等 

１ グループホーム・ケアホームの体験利

用 

グループホーム・ケアホームの体験利用の仕組みを創設。家族と
同居している障がい者がグループホーム等へ移行する際にも体験利
用可能（連続 30日以内かつ年 50日以内）。 

２ サービス利用計画作成費 

サービス利用計画作成費の対象者については、自立訓練及び共
同生活介護・共同生活援助の利用者へも拡大するとともに、質の高
いケアマネジメントの実施体制を整えている事業者が計画を作成し
た場合は、「特定事業所加算」を算定。 

 
■新体系移行の経過措置等 

１ サービス管理責任者の配置に係る経過

措置等（期間の延長） 

「実務経験の要件を満たしていれば、経過措置期間中に研修を
修了することを条件として、研修を受講していない場合であっても、
暫定的にサービス管理責任者として配置できる」取扱いについて
は、平成２４年３月末まで経過措置期間を延長するなどの措置。 

２ 指定行動援護事業所におけるサービス

提供責任者の資格要件にかかる経過措置 

行動援護のサービスに従事するサービス提供責任者及び従業者
については、従前からの実務経験の軽減措置を継続。 

３ サービス提供責任者の配置基準 
サービス提供責任者の常勤要件を緩和。また、重度訪問介護事
業所におけるサービス提供責任者の員数の基準について緩和。 

 
 

障がい福祉サービスの費用（報酬）の改定等 

改善措置の主なもの（平成２１年４月～） 

‐６‐ 



    
 

１ 事業運営安定化事業（名称等変更） 旧法施設や新体系に移行した事業所等に対し、従前額の９０％まで助成 

２ 通所サービス等利用促進事業（名称
等変更） 

通所サービスや短期入所における送迎サービスに対し助成 

３ 新事業移行促進事業（新規） 新体系移行に伴うコスト増加等に対応できるよう、移行した新体系事業所に助成 

４ 事務処理安定化支援事業（新規） 
障害者自立支援法施行に伴う事務処理が定着するまでの間、事務職員を効果的に

配置した場合に助成 

５ 就労系事業利用に向けたアセスメ
ント実施連携事業（新規） 

特別支援学校在学中等に実施するアセスメントについて、特別支援学校等と連携

し、円滑にアセスメントを実施するための体制整備を図る場合に助成 

６ 地域移行支度経費支援事業（新規） 
施設入所者等が地域生活に移行するに当たって、地域生活で新たに必要となる物

品を購入するための費用を助成 

７ 小規模作業所緊急支援事業 
直ちに新体系へ移行することが困難な小規模作業所に対し、定額を助成 

 

８ 障がい者自立支援基盤整備事業 
新体系移行のための施設改修・増築、ケアホーム・グループホーム等の消防設備

の整備及び新体系事業拡充のための設備や NICU 退院児童受入に係る人工呼吸器

等の整備に対し助成 

９ 移行等支援事業 
新体系移行予定の小規模作業所等を支援するためのコンサルタント派遣や研修

会等を実施 

１０ 障がい者地域移行体制強化事業
（名称等変更） 

地域移行のための関係機関のネットワーク強化、グループホーム等への移行のた

めの支援、施設職員による包括的な地域移行支援への助成、地域生活支援の拠点

化に関するモデル事業等を実施 

１１ 一般就労移行等促進事業（名称等
変更） 

障がい者の職場実習・職場見学の促進、就労支援ネットワークの強化・充実、施

設外就労等の促進、移行後の職場定着支援、離職の危機や、やむを得ず離職した

者への再チャレンジ支援等を実施 

１２ 小規模作業所移行促進事業 
利用者が少ないために新体系移行が困難な小規模作業所が統合するために必要

な経費に対して助成 

１３ 制度改正に向けた相談支援体制
整備特別支援事業（名称等変更） 

障害者自立支援法３年後の見直しによる制度改正を踏まえ、早急に各地域におけ

る相談支援体制の底上げを行うとともに、一層の相談支援の充実強化を図るた

め、各種の支援等を実施 

１４ 障がい児を育てる地域の支援体
制整備事業 

障がい児を育てる保護者の不安解消のために気軽に利用できる交流の場の整備

や、個別の支援計画や支援情報を関係機関で共有するための制度構築に係る経費

について助成 

１５ 障害者自立支援法等改正施行円
滑化特別支援事業（名称等変更） 

障害者自立支援法等の改正に伴い必要となる自治体の事務経費等を助成 

１６ 相談支援充実・強化事業 
障がい者等に対して、障がい福祉施策に関する情報をきめ細かく周知するため、

各種の支援等を実施 

１７ 地域における施設の拠点機能に
着目した事業者支援事業 

施設が地域の拠点機能として、地域住民の理解や支援力を高めるための研修等の

実施や普及啓発等を行った場合に助成 

１８ 重度訪問介護等の利用促進に係
る市町村支援事業（新規） 

在宅での重度障がい者の長時間サービスを保障するため、国庫負担基準超過市町

村のうち特定の市町村を対象に一定の財政支援を実施 

１９ 精神障がい者生活訓練施設等移
行促進事業（新規） 

精神障がい者生活訓練施設等が新体系に移行するための準備に必要な職員の確

保等を行った場合に助成 

２０ その他法施行に伴い緊急に必要
な事業（名称等変更） 

制度移行期に係る事業コスト増に対する支援、進行性筋萎縮症者療養等給付事業

受給者に対する負担軽減措置等 

２１ 進路選択学生等支援事業（新規） 
将来的な福祉・介護の仕事の選択を促すため、介護福祉士等養成施設に専門員を

配置し、中高生等に対して相談・助言、説明会等を行った場合に一部助成 

２２ 潜在的有資格者等養成支援事業
（新規） 

潜在的有資格者等の再就業や高齢者等の福祉・介護分野への参画を促進するため

の研修を行う養成施設等へ助成 

２３ 複数事業所連携事業（新規） 小規模事業所等が複数で連携し、共同で求人活動や研修等を行った場合に助成 

２４ 職場体験事業（新規） 福祉・介護の仕事に関心を有する方に対し、職場を体験する機会の提供等を実施 

※別途、国の経済危機対策により移行時運営安定化事業（仮称）、福祉・介護人材の処遇改善事業（仮称）

等の事業追加が予定されています。 

障がい者自立支援対策臨時特例交付金事業【基金事業】 
平成２４年
３月末まで 
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市 町 村 窓 口 一 覧 

名        称 電話番号  名        称 電話番号 

大阪市障害福祉企画担当 06-6208-8082  箕面市福祉事務所  072-727-9506 

堺市障害福祉課  072-228-7818   柏原市福祉事務所  072-972-1501 

 高槻市障害福祉課  072-674-7164   羽曳野市福祉事務所  072-958-1111 

 東大阪市障害者支援室  06-4309-3183   門真市福祉事務所  06-6902-6154 

 岸和田市福祉事務所  072-423-9469   摂津市福祉事務所  06-6383-1111 

 豊中市福祉事務所  06-6858-2266   高石市福祉事務所  072-265-1001 

 池田市福祉事務所  072-754-6255   藤井寺市福祉事務所  072-939-1111 

 吹田市福祉事務所  06-6384-1231   泉南市福祉事務所  072-483-8252 

 泉大津市社会福祉事務所  0725-33-1131   四條畷市福祉事務所  072-877-2121 

 貝塚市福祉事務所  072-433-7012   交野市福祉事務所  072-893-6400 

 守口市福祉事務所  06-6992-1221   大阪狭山市福祉事務所  072-366-0011 

 枚方市福祉事務所  072-841-1221   阪南市福祉事務所  072-471-5678 

 茨木市福祉事務所  072-620-1636   島本町福祉事務所  075-962-7460 

 八尾市福祉事務所  072-924-3838   豊能町高齢障害福祉課  072-739-0001 

 泉佐野市福祉事務所  072-463-1212   能勢町住民福祉課  072-739-3421 

 富田林市福祉事務所  0721-25-1000   忠岡町いきがい支援課  0725-22-1122 

 寝屋川市福祉事務所  072-824-1181   熊取町福祉課  072-452-1001 

 河内長野市福祉事務所  0721-53-1111   田尻町福祉課  072-466-8813 

 松原市福祉事務所  072-334-1550   岬町地域福祉課  072-492-2700 

大東市福祉事務所  072-870-9630   太子町福祉室  0721-98-5519 

和泉市福祉事務所  0725-41-1551   河南町高齢障害福祉課  0721-93-2500 

    千早赤阪村健康福祉課  0721-72-0081 

 

お問い合わせについて 
 
ご不明なところがありましたら、お住まいの市町村窓口や大阪府までお問
い合わせください。 
 
  お住まいの各市町村障がい福祉担当窓口 または 

大阪府 福祉部 障がい福祉室 計画推進課 制度推進グループ 
電  話 06-6941-0351（内線 2481、4145） 
ＦＡＸ 06-6942-7215 
ホームページ http://www.pref.osaka.jp/shogaifukushi/ 
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